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第３分野 地域における男女共同参画の推進 

 

【基本認識】 

〇 我が国は、長期の人口減少過程に入っており、特に地方部においては、深刻な人口

流出や少子高齢化に直面し、今後とも、人口減少が続いていくと見込まれる。まち・ひ

と・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）に記載されているように、「将来にわた

って活力ある日本社会を維持していくためには、国民一人一人が夢や希望を持ち、潤

いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地域社会を担う個

性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力ある多様な就業の機会の創出を一体

的に推進すること（以下「まち・ひと・しごと創生」という。）が重要」（第１条）であ

る。 

〇 近年、若い女性の大都市圏への転入超過が増大しており、また、地方の都市部に周

辺の地域から人口が流入する状況もみられる。安心して暮らすために十分な所得とや

りがいが得られる仕事ができ、家族を形成しやすく、暮らしやすい、女性にとって魅

力的な地域を作っていかなければ、持続可能な地域社会の発展は望めない。 

〇 地方出身の若い女性が東京で暮らし始めた目的や理由として、進学や就職だけでな

く、「地元や親元を離れたかったから」といったことが挙げられている 1。その背景と

して、固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見、アンコンシャス・バイアス（無

意識の思い込み）が根強く存在しており女性の居場所と出番を奪っていることや、地

方の企業経営者等の理解が足りず女性にとってやりがいが感じられず働きにくい環境

であること、女性も男性も問題意識を持ちながらも具体的な行動変容に至っていない

ことなどが考えられる。 

〇 一方、これまで地方との関わりが少なかった都市部の人が地方の価値や魅力を再認

識し、都市と地方を往来したり、地方に定住したりするなど、「田園回帰」の動きも見

られ、移住や定住、地域おこし協力隊などで地方と関わる都市部の女性は増加してい

る。また、新型コロナウイルス感染症の影響により特に東京圏に住む人の地方移住へ

の関心が高まっている 2とともに、テレワークの導入やオンラインの活用が進み、地方

の女性の働き方に関する新たな可能性ももたらされている。こうした意識や行動の変

化を踏まえ、地方との関わりを希望する女性の積極的な受入れや地方の女性の多様で

柔軟な働き方を支えるための環境整備が重要である。 

                                                       
1 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「移住等の増加に向けた広報戦略の立案・実施のための

調査事業報告書」（令和２年３月）。 
2 内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・

行動の変化に関する調査」（令和２年６月）。 



 

- 34 - 
 

〇 地域経済を支えている中小企業・小規模事業者は、生産年齢人口が減少していく中

で人手不足に直面している。地域における男女共同参画・女性活躍の推進は、優秀な

人材の確保・定着につながり、地域経済の持続的な発展にとって不可欠である。 

〇 また、就農人口が減少する中で、都市部への女性の流出が続いているとともに、基

幹的農業従事者に占める女性の割合は低下傾向にある。これまでも女性が新たな発想

と取組で農林水産業分野の活性化に取り組んできた。農林水産業の持続性を確保する

ためには、女性の活躍に向けた支援が欠かせない。 

〇 持続可能な社会という観点からは、気候変動問題等の自然環境や社会環境・生活環

境に係る問題が世界共通の課題となっているところ、環境問題の取組に当たって男女

共同参画の視点が反映されることが重要である。 

〇 地域活動については、都市部・地方部を問わず、担い手の確保や高齢化が課題とな

っている。また、地域の多様化する課題・ニーズに対応していくためには、様々な視点

から課題解決ができる多様な人材の確保が必要である。そうした観点から、地域活動

の担い手が、性別や年齢等で多様であること、また、性別や年齢等により役割が固定

化されることがないことが重要である。 

〇 このため、地方公共団体、地域社会、経済界や労働界、農林水産団体、女性団体等と

密に連携して、地域に根強い固定的な性別役割分担意識等を解消し、地域づくりやま

ちづくり、働く場など、様々な場面における意思決定過程への女性の参画を促進する

ことなどを通じ、公正で多様性に富んだ活力ある地域社会を構築していく。 

 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞ 

１ 地方創生のために重要な女性の活躍推進 

（１）施策の基本的方向  

〇 若い女性の大都市圏への転入超過数が増大していることを踏まえれば、女性にと

って魅力的な仕事の場をつくり、その希望に応じて、仕事と家庭を両立することが

でき、個性と能力を十分に発揮できるよう、女性が活躍できる地域社会を構築する

ことが、地方創生にとっての鍵となる。 

〇 このため、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等に基づき、地域の実情

に応じた働く場の確保や働き方改革を含めた少子化対策地域アプローチの取組をは

じめ、地域における女性の活躍を推進する。 

 

（２）具体的な取組 

① 地方公共団体が、改正された女性活躍推進法により新たに行動計画策定等の義務

対象となる中小・小規模事業者への支援、学び直しやキャリア形成の支援、起業支援、

様々な課題・困難を抱える女性への支援など、多様な主体による連携体制の構築の下
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で地域の実情に応じて行う取組を、地域女性活躍推進交付金により支援する。また、

地方公共団体が行う男女共同参画社会の実現に向けた取組については地方財政措置

が講じられており、各地方公共団体の状況に応じて、自主財源の確保を働きかける。 

② 各地方公共団体において、子育てのサポート体制、男女の働き方、まちのにぎわい

などの要素による地域特性の「見える化」等を通じて、具体的な取組を分野横断的に

検討するための「少子化対策地域評価ツール」の活用を促進すること等を通じ、地域

コミュニティによる支え合い、職住育近接のまちづくり、男女にとって魅力的な働き

方など、地域の実情に応じて行われる地方公共団体の取組への支援策も活用しなが

ら、各地方公共団体における女性活躍に資する具体的な取組を推進する。 

③ 現在職に就いていない女性・高齢者等の新規就業の促進及び人手不足に直面する

地域の中小企業等の人材確保に資することを目的として、都道府県が官民連携型の

プラットフォームを形成し、地域の実情に応じて、「掘り起こし」、「職場環境改善支

援」、「マッチング」等の一連の取組を一体的かつ包括的に実施できるよう支援する。 

④ 女性や若者等の移住・定着の推進のため、地域を支える企業等への就業と移住や、

地域における社会的課題の解決に資する起業と移住への支援を行う地方公共団体の

取組等について地方創生推進交付金を活用して支援する。 

 

２ 農林水産業における男女共同参画の推進 

（１）施策の基本的方向  

〇 国民生活に必要な食料を供給する機能とともに国土保全等の多面的機能を有する

農林水産業を支え、また、発展させていく上で、女性は重要な役割を果たしている。

しかしながら、農林水産業の就業者数が減少し続ける中で、例えば、基幹的農業従

事者に占める女性の割合は低下傾向にある。都市部への女性の流出が続き、農山漁

村への還流・流入は少ない。 

〇 農林水産業の発展、農山漁村への人材の呼び込みのためには、女性が働きやすく

暮らしやすい農山漁村にすることが重要であり、女性が地域の方針策定に参画し、

女性の声を反映させていくことが必要である。 

〇 「田園回帰」の動きが見られる中で、移住や定住、地域おこし協力隊などで農林

水産業や農山漁村との関わりを志向する都市部の女性が増えている。例えば農業に

おいては、親元就農や結婚とともに就農するだけでなく雇用就農や新規参入もみら

れるなど、女性の農林水産業への関わり方は多様化しており、それぞれの形態に応

じたきめ細かな支援が必要である。 

〇 このため、「食料・農業・農村基本計画」（令和２年３月 31 日閣議決定）等に基づ

き、女性の経営への参画を推進するとともに、地域をリードする女性農林水産業者

を育成し、農山漁村に関する方針策定への女性の参画を推進する。また、女性が働

きやすい環境の整備や育児・介護等の負担の軽減、固定的な性別役割分担意識とこ

うした意識に基づく行動の変革に向けた取組を推進する。 
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（２）具体的な取組 

ア 農林水産業における政策・方針決定過程への女性参画の推進 

① 地域をリードできる女性農林水産業者を育成し、農業委員や農協等の役員への女

性登用などを一層推進するとともに、改正された女性活躍推進法に基づき、一般事業

主行動計画の策定義務等の対象が拡大する機を捉え、女性活躍推進法の適用がある

事業主については、同法に基づく事業主行動計画の策定等の仕組みを活用し、女性の

活躍推進に向けた取組を推進するよう要請する。また、地方公共団体、農林水産団体

等に対して、具体的な目標の設定や女性の参画を促進する仕組みづくりを働きかけ

る。 

② 女性農業委員のネットワーク組織の活発な活動などに関する好事例を展開すると

ともに、その取組や経験を継承していくための世代間交流を促進する。 

③ 地域レベルの女性グループの形成やその取組を支援するとともに、全国の女性グ

ループ間ネットワークを構築する。 

④ 人・農地プランの実質化（農業者の年齢階層別の就農や後継者の確保の状況を「見

える化」した地図を用いて、地域を支える農業者が話し合い、当該地域の将来の農地

利用を担う経営体の在り方を決めていく取組）における女性農業者の参画を推進す

る。 

イ 女性が能力を発揮できる環境整備 

① 認定農業者の経営改善計画申請の際の共同申請や補助事業等の活用を推進する。 

② 「農業女子プロジェクト」や「海の宝！水産女子の元気プロジェクト」における企

業や教育機関との連携強化、地域活動の推進により女性農林水産業者が活動しやす

い環境を作る。 

③ 家族経営協定の締結による就業条件の整備を推進する。 

④ 女性の活躍推進に取り組む優良経営体（WAP：Women's Active Participation in 

Agriculture）の普及を推進する。 

⑤ 労働時間の管理、休日・休憩の確保、男女別トイレの整備、キャリアパスの提示や

コミュニケーションの充実など、女性が働きやすい環境づくりを推進する。 

⑥ 女性の発想から農山漁村の魅力の掘り起こし・磨き上げ・発信を促進し、また、農

山漁村のポテンシャルを引き出して地域の活性化や所得向上に取り組む優良事例を

選定し、全国へ発信する。 

  

３ 男女共同参画の視点に立った気候変動問題等の環境問題への取組の推進 

（１）施策の基本的方向  
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〇 持続可能な社会の実現に向けて、気候変動問題等の環境問題への対応において、

女性をはじめとする多様な意見の反映や女性と男性に与える影響の違いへの配慮が

重要であることから、政策・方針決定過程への女性の参画拡大を図るとともに、具

体的な取組に男女共同参画の視点が反映されるよう積極的に取り組む。 

 

（２）具体的な取組 

① 気候変動問題等の環境問題の政策・方針決定過程への女性の参画拡大を図る。 

② 気候変動問題等の環境問題に関する施策の企画立案・実施に当たっては、男女別の

データを把握し、女性と男性に与える影響の違いなどに配慮して、取り組む。 

 

４ 地域活動における男女共同参画の推進 

（１）施策の基本的方向  

〇 誰もが身近にある地域社会を、活力があり、持続可能なものとするためには、女

性が地域活動や地域づくりに参画することが必要である。 

〇 自治会や町内会をはじめとする地域活動や地域づくりのプロセスに、男女共同参

画の視点、女性の意見を取り入れ、反映することができるよう、地域の実情に応じ

て、女性の参画拡大やリーダーとなる女性の育成を図る。 

〇 また、「自治会や PTA などの地域活動の場における男女の地位の平等感」につい

て、「平等」と回答した者の割合は半数近くあるものの、固定的な性別役割分担意識

が根強く残っている 3ことから、男性の意識改革とともに、女性の意識改革を行う。 

 

（２）具体的な取組 

① PTA、自治会・町内会等、地域に根差した組織・団体における政策・方針決定過程

への女性の参画拡大を図る。 

② 学校・保育所の保護者会（PTA 等）や自治会・町内会など、学校・園関連の活動や

地域活動について、多様な住民が参加しやすい活動の在り方を提示するとともに、優

良事例の横展開を図る。 

  

                                                       
3 内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（令和元年９月）。 


